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ワシントンＤＣ開発フォーラム 
www.developmentforum.org 

ＰＲＳＰプロセスの改善に向けて－本フォーラムでの議論を総括する－ 
 
 ２００２年７月３１日、ワシントンＤＣにて、政府、実施機関、世銀グループ・米州

開銀・ＩＭＦ、企業、ＮＧＯ、シンクタンク・大学、メディア等の経済協力関係者約２

５名が、ＰＲＳＰ（貧困削減戦略ペーパー）プロセスの改善について、昼食を交え個人

の資格で意見交換を行ったところ、概要次の通り。 
 
【ポイント】 
 
１． ＰＲＳＰとは「開発に向けたより良いアプローチの模索プロセス」であり、経験

の蓄積や議論の進展に応じて発展していくプロセス(evolving process)である。我々
（日本）は、狭義の貧困削減に囚われることなく、より良いアプローチの模索プロ

セスとしてＰＲＳＰと接し、そこから学び、可能であれば貢献していくことが重要

である。 
 
２． 開発における貧困削減、経済成長の関係は十分に解明されていない。現時点では、

低所得国の開発政策には、良好な投資環境の整備と、貧困層への投資・能力付与（エ

ンパワメント）の２点が重要な要素となるというのが一般的な理解である。維持可

能な貧困削減には持続的成長が不可欠であること、及び、成長の際には貧困層が成

長に参加することが重要であることに異論はない。ただし、貧困層への投資・能力

付与が成長に資するという点は実証されていない。 
 
３． 初期のＰＲＳＰはＨＩＰＣイニシアティブ適用国という特殊な条件下にある国が

主体であったが、他のＩＤＡ融資適格国については、各国の置かれた状況に応じて、

ＰＲＳＰの果たす役割や、結果として得られる開発戦略は異なって当然である。対

象国の発展段階毎にＰＲＳＰの役割・有効な開発戦略を整理してみるのは有益だろ

う。 
 
４． 低所得国が採り得る政策オプションを羅列しても開発戦略にはならない。当該国

が直面する制約要件－ファイナンス上の制約、人的・制度的キャパシティの制約、

貿易・投資環境の制約等－の範囲内で、優先順位に基づき政策を選択し、実施順番

を決定していくことが重要である。国際社会には、この判断に必要な、政策のコス

ト分析や貧困・社会に与える影響の分析等の研究を早急に進める責任がある。 
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【冒頭プレゼンテーション】 
 
 本フォーラムの色々な局面において、ＰＲＳＰに関し様々な視点から議論がなされて

きたが、これについて私なりの視点でまとめてみた。この作業において私なりに疑問に

感じた点や気付いた点について、若干の私見もお話したい。これらが、今後の本フォー

ラムの議論の活性化に資することとなれば幸いである。 
 
１．総論：ＰＲＳＰとは何か 
 
（１）ＰＲＳＰが何であったかは重要ではない 
 
 ＰＲＳＰを議論するに当たっては、まず、ＰＲＳＰとは何であるかを考える必要があ

る。この際、もちろん、ＰＲＳＰとはそもそも何であったのか、何を目的としていたの

か、を究明することはそれ自体無意味ではない。しかしながら、本フォーラムでの議論、

国際社会における他の多くの議論を観察してみると、ＰＲＳＰの目的は何であると考え

るかは、個々人、組織や国によって、さらには議論の進展に応じて時間とともに変化し

ていると見るべきだと思われる。硬直的な運用等、多くの批判を受ける世銀自身ですら、

ＰＲＳＰをmoving targetであるとか、evolving processと呼んでいるとのことであり、
経験の蓄積や議論の進展に応じて軌道修正するのは必至であろう。 
 
 そう考えると、ＰＲＳＰが何であったかは重要ではない。３年後に予定されている再

レビューの段階で、現在までの２年余の経験及び今後３年の経験を踏まえ、ＰＲＳＰが

何になっているかを見据えていくことが重要であろう。そこで、ＰＲＳＰとは「開発に

向けたより良いアプローチの模索プロセス」であると捉え直してみてはどうだろうか。

ただし、もちろん、ＰＲＳＰは闇雲な模索を行うプロセスではなく、より良いアプロー

チが備えているであろう要素について、一定の作業仮説を置いて模索を行うプロセスで

ある。すなわち、「より良いアプローチ」が何になるにせよ、貧困削減への適切な配慮、

広範な参加プロセス、オーナーシップといった要素を含むであろうという作業仮説であ

る。 
 
（２）我々は何をすべきか 
 
 若干結論の先取りにもなるが、ＰＲＳＰに対して我々（日本）は何をすべきか、とい

う点に関し、現在までに出されてきた意見を簡単にまとめてみたい。様々な視点から多

くの意見が出されてきたが、概ね、（イ）防御的な対応、（ロ）自己改革的な対応、そし

て（ハ）攻撃的な対応（積極的関与）というモードに分類できると考える。 
 
（イ）防御編 
 防御的な対応としてまず挙げられるのが、「ＰＲＳＰショック」やより直接的には「貧

困削減ショック」に負けるべきではないという点である。開発問題には silver bulletは
無く、被援助国や援助国・機関毎の多様性は維持されるべきである。そうであれば、Ｐ
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ＲＳＰ（貧困削減）を画一的に適用しようとする潮流に流されてはいけない。一方、Ｐ

ＲＳＰが「より良いアプローチの模索プロセス」だと漠然と理解されているとすれば、

「我が国はＰＲＳＰとは別に独自に援助する」と言えば、「より良いアプローチの模索と

は別枠で援助」と翻訳されてしまう。したがって、自らの軸足をしっかり定めつつ、我

が国自身の開発援助にＰＲＳＰというラベルを貼るプレゼンテーション上の対応が重要

であろう。 
 
（ロ）自己改革編 
 「防御」といっても、我が国の開発援助が絶対最良であるわけではない。ＰＲＳＰが

無くとも様々な改革が必要であったであろうし、たとえ実施時に最良であったとしても

時代の変遷や状況の変化に応じて不断に見直されるべきものである。従って、ＰＲＳＰ

という模索プロセスの過程で得られる様々な知見から学習し、不断の見直し・改善に資

するという姿勢が重要である。例えば、貧困への理解や、社会改革とマクロ政策の関係、

貧困削減と成長の関係等について蓄積された経験や集約された知見から学ぶものがあろ

う。また、ＰＲＳＰの時代は前述のように「バイ援助は独自に」という姿勢が評価され

にくい時代なのであるから、ドナー協調等についても改善していく必要があろう。 
 
（ハ）攻撃編 
 更に進んで、ＰＲＳＰプロセスに一層積極的に関与し、貢献していくべきだという意

見もある。これには、大きく分けてＰＲＳＰの枠組みへの貢献と、ＰＲＳＰという枠組

みに対応する中身への貢献があり得る。特に、枠組みへの貢献として、後述するように、

我が国は、画一的な処方箋ではない各国の状況に応じた柔軟なテーラーメイドの処方箋

への必要性を理解し、そのようなアプローチを（影響力を持って）支持できると考えら

れ、そのことをもってＰＲＳＰプロセスに貢献していくことが可能なのではないか。ま

た、中身への貢献としては、東アジアの開発経験の共有が重要である。この点について

も、後述のように様々な議論がなされている。 
 
（ニ）我々の憂鬱 
 このような我々がなすべきこと、なし得ることに関連して留意すべき点や克服すべき

点を３点指摘しておきたい。 
 
 まず、本フォーラムでも多くの指摘がなされてきたように、我が国には開発援助政策・

哲学が希薄で、動きの速い開発コミュニティの展開にうまく対応できないのではないか

という点である。確かに、何を議論するにも、まず、「何がしたいのか」が分からずして

「何をすべきか」は導けない。しかし、現実問題として、国としての大上段に振りかぶ

った援助政策や哲学を短期に醸成するのは至難であり、これが成されなければ他は議論

できないとなれば前に進めない。 
 
 次に、ＰＲＳＰとＭＤＧの微妙な関係がある。ＰＲＳＰはＭＤＧを達成するツールで

あり、個々のＰＲＳＰにはＭＤＧ達成に向けた視点が必要であると言われている。これ

自体はその通りだが、対象国に違いがあることに留意しておく必要がある。すなわち、

ＭＤＧは全世界を対象としている一方で、ＰＲＳＰは譲許的融資を受ける国のみを対象
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としている。このようなＭＤＧとＰＲＳＰの狭間に落ちるものに、対中所得国援助があ

る。たとえば、多数の貧困層を抱えるインドや中国の問題にどう対処するのか、また、

我が国との関連で言えばＯＤＡ上位国である中国・インドネシアへの開発戦略はどうあ

るべきか、といった問題はＰＲＳＰの切り口からは答えが出ない。 
 
 最後に、前述の問題とも関連するが、アフリカにおける開発戦略とアジアでの開発経

験との関係が挙げられる。後述するように、ＰＲＳＰを含め開発戦略を議論する際には、

どのような状況（段階）に置かれている国を対象として議論しているのかを明確にして

おかないと、議論が噛み合わない。アジアの開発経験をアフリカに適用可能かどうかを

議論する際には、この視点が欠かせない。 
 
 
２．背景：どれだけ「開発」問題は解明されたか 
 
 「より良いアプローチの模索」の本論に入る前に、開発問題の歴史について簡単に振

り返ってみたい。 
 
（１）「開発」とは何か 
 
 そもそも「開発」が何を指すかは常に必ずしも明確ではないが、大雑把に捉えれば以

下のような変遷を辿ってきている。まず、開発が、典型的には第二次大戦後の欧州・日

本のような戦後復興を指す時代があった。現在も、ポスト・コンフリクト国の復興とい

う形でこの型の開発が残っている。そして、第二次大戦後の戦後復興が一段落ついた頃

から、開発が、開発途上国の「途上」状態からの脱却を指すようになる。当初は、開発

途上国の定義が低ＧＤＰであったことから、ＧＤＰの増加を意味していたが、途上国の

人口急増が顕著となると、per capita ＧＤＰの増加を指すようになった。さらに、実際
に per capita ＧＤＰが増加し始めると、平均値ではなく所得格差が着目され、income 
poverty 状態にある者の数の減少を指すようになり、そして、現在の「貧困削減」へと
つながってきている。この「貧困削減」は、貧困を well-being ではない状態と捉え、貧
困のあらゆる局面（income poverty, illiteracy, poor health, insecurity of income, 
powerlessness等）へ総合的に対応することを求めている。 
 
（２）「開発」問題における哲学論争 
 
 このように「開発」概念が変遷し、認識が深まっていく過程において、様々な興味深

い議論が行われてきている。しかし、この中には、議論としては興味深いが、明確に割

り切った答えが出し得ないという意味で実益に乏しい、哲学論争と言うべきものもある。

私なりに「哲学論争」だと考える議論について２点触れておきたい。 
 
（イ）「開発政策」のあるべき姿 
 その典型と言えるものは、「開発政策のあるべき姿」に関する論争である。すなわち、

５０～６０年代に主流であった、国家統制と輸入代替があるべき開発政策だとする議論
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と、８０～９０年代に主流となった、小さな政府と自由市場こそあるべき開発政策だと

する議論の対立がある。これは、その後、いずれかの政策だけでは成功しないことが認

識されるようになり、制度構築（教育制度、司法・裁判制度、効率的な官僚組織、強力

かつ良く統制された金融システム、十分な競争等）の重要性に軸足が移されるようにな

った。 
 
 そして、９９年のＰＲＳＰ登場以降は、ＰＲＳＰこそが開発政策のあるべき姿である

との見方が出てきている。しかし、良く指摘されるように、ＰＲＳＰはプロセスであっ

て開発政策そのものではない。そして、ＰＲＳＰが、必要な政策（国家統制・輸入代替、

小さな政府・自由市場、制度構築等）のベストミックスとなれば良いが、単なる shopping 
list となっては開発政策としての意味はない。 
 
（ロ）開発、成長、貧困削減 
 より哲学論争的なのは、開発、成長、貧困削減の３者の関係を巡る議論である。すな

わち、「成長と貧困削減を併せて開発」とするか、「貧困削減が開発であり、成長は貧困

削減の手段である」とするか、「成長が開発であり、貧困削減は成長の手段である」とす

るか、様々な考え方がある。もちろん、３者の関係につき恒等式が存在するわけもない

し、極端に割り切った議論をする者も少ないが、成長と貧困削減への軸足の置き方には

論争が絶えない。 
 
 この論争に関し、国際社会（というより世銀・ＩＭＦ）の現時点での解答は、（ＰＲＳ

Ｐ策定国の）開発にとって、「良好な投資環境」と「貧困層への投資・エンパワメント」

の２点が重要な要素である、というものである。長期的な視点から見れば、維持可能な

貧困削減には持続的成長が不可欠であるという点に反対する者はなく、持続的な成長に

は良好な投資環境（マクロ経済の安定、貿易自由化、ガバナンス、制度構築等）が重要

であろう、というのが１点目。２点目は、成長する際に貧困層が取り残されないよう貧

困層が成長に参加できるようツールを付与する、という考えと、貧困層への投資・能力

付与により成長が達成できるという考えからきているが、後者の関係については未だ実

証されてはいない。 
 
 
３．本論：より良い開発へのアプローチに向けて 
 
 以上のような議論を踏まえ、それでは結局、より良い開発へのアプローチに向けて何

をすれば良いのか。現在、開発に効果があると思われる政策のメニューは十分に揃って

いる。しかし、実行したら良さそうな政策を全て並べてみた shopping listを策定したと
ころで戦略とは言えない。確かに全部実行できれば開発は成功するのかも知れないが、

それができないからこそ開発途上国、貧困国の問題があるのではないか。より良いアプ

ローチとするためには、当該国が直面している様々な制約要件の下で、政策間の実施の

順番（シーケンシング）を吟味し、政策をどう優先順位付けしていくのかが重要であり、

この視点が、現在のＰＲＳＰ策定には欠けがちなのではないか。 
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（１）Shopping List は戦略ではない 
 
 あり得る政策を並べた shipping listから戦略に脱皮するには何が必要か。まずは、当
該国が直面する制約要件を見極めることではないか。制約要件には、ファイナンス（予

算）の制約、キャパシティ（人的・制度的）の制約、貿易・投資環境（物理的・制度的）

の制約等が考えられる。これらの制約要件下で実施できる政策には限りがある。また、

政策は実施する順番によって効果が異なり（例えば、金融セクター改革と市場開放はど

ちらを先にすべきか）、更に、政策には様々なトレード・オフがある。これらを見極め、

必要な政策とその実施順番を決定するのが理想的であると思われる。 
 
 しかし、政策間の優先順位付けやシーケンシングの判断をし、適格な戦略を描くほど

の知識を国際社会は有するに至っていない。ＰＳＩＡ（政策の貧困・社会に与えるイン

パクトの分析）はまだ緒についたばかりだし、政策間のリンクやトレード・オフの研究

もまだまだこれからである。更に、ＭＤＧを達成するためには年間５００億ドルの追加

的援助が必要、とした世銀のレポートのように、ファイナンスの制約要件が解放されれ

ば良いとするアプローチに逃避しがちである。しかし、理論的には十分に資金があれば

ほとんどの問題は解決されるとしても、非現実的なファイナンスを云々しても意味は乏

しく、現実的なファイナンスの制約の下で何が可能かを議論しなければならない。いず

れにしても、ＰＳＩＡ等この分野の研究は、国際社会側の課題として今後とも取り組ん

でいかなければならない。 
 
 とは言え、開発は現在存在する現実の問題であり、これらの研究が完成するまで待つ

わけにはいかない。したがって、有効性や波及効果がはっきりと分からなくとも、でき

るところからやるしかない。ただし、現在でも可能なこととして、まず、制約要件のア

セスメントを出発点とするべきである。そして、最低限、制約要件が類似している国毎、

すなわち発展段階毎の対応が整理されても良いのではないか。 
 
（２）発展段階毎の整理 
 
 発展段階毎の整理には様々な切り口があり得、本フォーラムでもいろいろと議論され

てきていると思う。特に、朽木氏が（本年２月の「ＣＤＦ・ＰＲＳＰを越えて－開発戦

略における日本の付加価値」で）提唱された、経済政策の優先順位付けのフローチャー

ト（社会的生活水準の達成→安定化政策→ハードとソフトのインフラ整備→経済自由化

（貿易・投資・金融）→成長戦略→所得格差の是正）は非常に参考になる。 
 
 ここでは、私なりにファイナンスの制約要件を中心に発展段階を整理したものを、あ

くまで例示として提示したい。なお、このような議論を行う際には、具体的にどのよう

な国々について議論しているのかを明確にしておくことが重要である。この観点から、

ＰＲＳＰ対象国を世銀のマニュアルを下地に一覧表にまとめたので、これを参照しなが

ら考えていただきたい。 
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段階１：「最低限の安定」確立期 
 まず、紛争当事国やポスト・コンフリクト国といった、いかなる政策を実施する際に

も最低限必要な安定すら確立されていない国。これらの国は、当然にして、紛争の終了・

最低限の政治的安定の確保が優先課題である。そして、これらの国に対する援助は復興

支援や人道的援助に限定され、したがって、ＰＲＳＰの役割もＮＧＯ等の広範な参加の

確保に限定されよう。 
 
段階２：「対外信頼」回復期 
 次に、ＨＩＰＣ適用国（ＤＰ到達国、ＣＰ到達国）が典型であるが、対外信頼が損な

われ、近い将来において対外資金、特に民間資金の流入が期待できない国。これらの国

は、いわば破産宣告若しくは禁治産者宣告を受けたようなもので、民間資金・バイの資

金の流入が再び可能となるよう対外信頼を回復することが優先課題である。 
 
 表からも分かる通り、現在ＰＲＳＰを策定している国のかなりの部分がＨＩＰＣ適用

を契機にＰＲＳＰを策定している。これらの国のファイナンス上の制約要件を考えれば、

例えば民間資金を前提とした成長戦略をすぐに実施できるわけではなく、採り得る政策

オプションも限られており、ＰＲＳＰの内容が貧困削減に重点を置いたものとなること

は自然である。しかし、これらの制約要件を共有しない国に対し、同様のＰＲＳＰが求

められるとすれば、問題であろう。 
 
段階３：「良好な貿易・投資環境」整備 
 この段階と、次の適切な成長期は、かなりの部分がオーバーラップすると考えられる

が、ここでは敢えて段階を分けてみた。最低限の安定が確保され、一定の対外的なファ

イナンスも期待できる国は、政策オプションが非常に広がるため、実施国自身の選択に

よる政策の優先順位付け・シーケンシングが非常に重要になってくる。ＰＲＳＰも、ド

ナー間の協調や個々のプロジェクトとマクロ政策との整合性確保といった、難しい問題

に対処することが期待されるであろう。 
 
段階４：適切な成長 
 上記のような段階を経て、成長に可能な最低限の要素が揃ってきている国は、貧困層

が参加する成長をいかに確保するかが優先課題となる。ＰＲＳＰの役割としても、貧困

層への投資・エンパワメント・参加が重要となろう。 
 
（３）我が国が貢献できる可能性 
 
 最後に、このようなＰＲＳＰプロセスに我が国が貢献できる可能性について考えてみ

たい。 
 
 まずは、前述のような発展段階毎の対応や、個別国における対応において、画一的で

はない、当該国の状況に応じた柔軟な対応が必要なことへの理解が挙げられる。我が国

は、資本主義に対して柔軟に対応する素地があるし、ワシントンのように貿易自由化を

無条件に良しとするドグマも無く、金融システム改革を常に最優先すべきであると考え
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ているわけでもない。したがって、その国々に応じて政策をテーラーメイドする必要性

への理解と実効性ある支持を与えることが、我が国の付加価値となり得るのではないか。 
 
 また、東アジアの開発経験の共有を通じた貢献の可能性もある。この際、東アジアの

開発経験をツール化・製品化して（アフリカ諸国等と）共有するのが良いという意見も

あるが、個人的には、成功事例として参照し得る状態にしておくことが有効な共有では

ないかと考える。前述のように、重要なのは、当該国の置かれた制約要件下において当

該国自身がどのような政策を選択するかであるから、東アジア諸国の置かれていた制約

要件と実施された政策及びその結果から、当該国が必要な事項を学び取るのが最良では

ないか。 
 
 
【席上及び直後に電子メールで出された意見】 
 
１．テーラーメイドの戦略 
 
（１） 典型的なＩＭＦエコノミスト的なコメントだとは思うが、各国個別のテーラー

メイドの戦略への理解を促進すべしとの点は観念的には理解できるものの、これ

を「日本の」貢献の看板に掲げることは、俄かには賛同し難い。貿易自由化等の

改革措置について、緩やかな改革を求める声は国内の単なる既得権益と結びつい

ているに過ぎない場合がある。正当な声と単なる既得権益に基づく声を識別する

には、相当の知識と分析力が必要。翻って、日本を見てみると、日本にはアジア

の数カ国を除いて、比較において優位な知見を持った国は殆どないのではないか。

こうした日本のような知的な優位のない国が、テーラーメードを看板に担ぐこと

は、長い目で見て危険であり、誰からも評価されないのではないか。単なるその

時点における途上国政権への迎合に終わる危険がある。過去、日本はアフリカや

中央アジアで累次の失敗を繰り返しているのではないか。 
 
（２） 日本の融資政策の過去の経験に鑑みれば、確かに自信をもてるだけ充分の知識

と理解があったかは問題であろうが、逆にＰＲＳＰを利用することにより、日本

なりのテーラーメイドの開発協力政策が可能にもなろう。例えば所謂「対外信頼」

回復期の国については、政府のガバナンス強化にＰＲＳＰをテコとして使いつつ、

政府をバイパスし直接ＮＧＯに開発資金をチャネルすることでガバナンスの参加

の裾野広げることができる。このようなテーラーメイドの協力形態をＰＲＳＰの

傘下で行うことはできる。 
 
 
２．ＰＲＳＰに対する日本の関与 
 
（１） 貧困削減と経済成長の関連については、まだまだ理解がされているわけではな

いのであるが、貧困削減を金看板として使うことにより、開発資金を調達してこ

ようという目論見がＰＲＳＰの裏にあろう。日本国内では、経済協力という言葉
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に表されるように、経済成長を支援するという視点が強いわけであるから、貧困

削減という社会保障・社会福祉的なアプローチでは納税者の支持が得られるかは

疑問である。結局、日本が outsider になるのを避けるための歩調合わせなので
はないだろうか。 

 
（２） ＰＲＳＰがどうであったという議論しても意味のないことは分かるが、どうあ

るべきかの議論は進めるべきである。ＩＤＡ適格、ＨＩＰＣという枠組みで対処

できそうなものを、何故更にＰＲＳＰという枠組みをはめようとするのか疑問が

残る。日本としては、途上国のオーナーシップを充分引き出すようなシステムに

することを主張する等して、もっと現行の枠組みにチャレンジすべきである。 
 
（３） ＰＲＳＰがアフリカを主対象にした枠組みであることを意識して、日本のアジ

アへの関与、アフリカへの関与を整理して議論すべきではないだろうか。 
 
（４） この場における議論と現場との温度差を感じざるを得ない。現場におけるドナ

ー間の協調、国内社会と国際社会とのリンケージ等場合分けをした上で、ＰＲＳ

Ｐへの関与を考えていく必要がある。 
 
 
３．ガバナンス 
 
（１） 実際の対象国との協議においては、その時その時の政治的状況の要素を含めて

考えなければならない。特に現場からの視点としては、国際機関は金を貸さねば

ならない相手として政府と接するわけであり、どの程度のガバナンスなら許せる

のかは現実問題としては判断が難しい。 
 
（２） 現政権に対して外からガバナンスやオーナ─シップをもたせようとすることは

無理であるが、資金供与を通じて意識を啓発することは可能であるし、同時にＮ

ＧＯへの直接供与により参加型のガバナンス強化を助長することもできよう。 
 
 
４．民間、インフラ整備 
 
（１） アジア型の開発モデルを念頭に置くと、市場経済を活性化させるということで

民間の貿易・投資環境を整備することが第一であり、日本もそれを主張していく

であろう。しかし、今後のインフラ整備について、日本は理解は示しつつも果た

して資金供与をすることになるかどうか、懐疑的である。 
 
（２） どこにでもインフラ整備をしていくというアプローチは、日本においても意味

がなくなっている。しかし、理解があれば資金は廻るであろう。 
 
（３） 市場環境を整える上で、政府と民間の間で建設的な利益配分がなされるのであ



 

 10

れば、癒着構造であろうと結果的に民間を誘導することになり、効果はあろう。

他方、例えばアフリカにみられるように、すべて政府のポケットに入り込んでし

まうような腐敗構造では成長への効果がない。 
 
 
５．無条件貿易自由化ドグマ 
 
 自由貿易政策は、安価な輸入品を買うことにより浮いたリソースを他のセクターに廻

すことが伴っていなければ、経済成長には結び付かない。国内金融市場の自由化につい

ても言えることであるが、安易な自由化政策により国内のバランスを悪化させることに

ついては、国際機関としてもより注視すべきであろう。特に既存の共同体基盤を壊して

しまう危険性を考慮しなければならない。 
 
 
６．具体的方策 
 
（１） 日本のＰＲＳＰへの取り組みについて、（イ）防御的な対応、（ロ）自己改革的

な対応、そして（ハ）攻撃的（積極的関与）対応という３つのモードに分類でき

るという分析については心から同感する。更に、この３つのモードを（ａ）総論・

理論面、（ｂ）国別政策面という２つの戦線の双方で展開するとともに、２つの戦

線を有機的にリンクすることが大事だと思う。 
 

具体的な方策としては次のものが重要と考えられる。既に政府として取り組んで

いるものもあるが、政府部内にとどまらず幅広く関係者を巻き込んで議論し、認識

を共有しつつ推進することが有効ではないかと思う。 
 
（イ）ＰＲＳＰプロセスに対するオールジャパンの基本的スタンスの明確化と発信 
 ＰＲＳＰプロセスに対する我が国の知見（特に問題点や我が国の利害関係に関す

る情報）は、関係省庁・実施機関本部の他、途上国現地の公館・事務所に広く分散

している。ＰＲＳＰプロセスの問題点や我が国への影響に関する情報を幅広く聴取

した上で、関係省庁・実施機関の知見も集約し、オールジャパンの基本スタンス（裏

付けとなる開発理念（哲学・思想）を含む）を明確化して、今後の関係会議等でそ

の立場を発信・表明していくことが適当と考える。単に日本語で作るのみならず、

英語にしてウェブサイトに掲載することが効果的であろう。このような形で作成し

た基本スタンスは、今後ＰＲＳＰの策定が進み、現地での実施の段階に次々に移行

しつつあるこれから一層重要となろう。（また、この過程で関与した関係者をネッ

トワーク化して今後ともスタンスの改善を図ることも有益である。）このワシント

ンＤＣ開発フォーラムの議論が、一つのきっかけになるのではないか。 
 
（ロ）ＰＲＳＰプロセスへの対応マニュアルの作成 
 今後の対応の第一歩として、特に現地公館・事務所を念頭において（結局は個別

国へのＰＲＳＰプロセスへの関与が実質的に重要）、ＰＲＳＰに関する我が国の基
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本方針、特に氾濫する情報と限られたリソースの中で、如何なる利益を確保するた

めに、如何なる情報を入手し、如何なる対処・主張をしていくべきか、そのため東

京と現地、関係省庁と実施機関で如何に効果的かつ機動的に役割分担をしていくの

かを盛り込んだ、アクションオリエンティッドな対応マニュアルを作成し、関係省

庁・実施機関の関係者で広く共有することが適当ではないか。もちろん、省庁・実

施機関毎に異なる視点や要請もあり、このマニュアルのみで全ての側面をカバーで

きるとは思わないが、少なくとも認識の共有に資すると思われる。 
 
（ハ）ＰＲＳＰ情報共有体制の確保と関係者間の連絡の円滑化 
 ＰＲＳＰに関する総論及び個別国の動きについて、東京の関係省庁と実施機関本

部、途上国現地公館・事務所、そして当地（世銀・ＩＭＦ理事室を含む）の情報を

円滑に共有していくシステムを構築するとともに、その運用を常に改善していくこ

とが重要と考える。特に、同システム上に関係省庁・実施機関の本部・途上国現地・

当地の個別国担当者名と連絡先（メールアドレス）を掲載し、個別国について関係

者が広く横の関係で連絡するルートを確保することにより、相互の連絡を円滑化す

れば、今後の個別国対応に効果的であろう。 
 
（ニ）個別国ＰＲＳＰに関する我が国の知見の集約と発信 
 上記の情報共有システム・連絡ルートと関係するが、単なる情報の共有を超えて、

我が国として、相手国のニーズや適切な支援方法等についての知見を集約し、メッ

セージにして発信していくためには、どこかで誰かがリーダーシップを取り、総論

のみならず個別国についてそれぞれ関係者のネットワークを形成し、実質的な検討

作業を行うことが重要である。本フォーラムで本年５月に取り上げた「バングラデ

シュ開発援助ネットワーク」は、同国ＰＲＳＰに対する我が国のインプットを最終

成果物の一つとしているが、まずはこのような形で可能なところから作業を進める

ことは実務者自身でできる話である。本問題については、ＯＤＡ総合戦略会議とい

うハイレベルで既に取り組みが始まっているが、そもそも数カ国を手当てすればよ

いものではなく、二、三年内にはかなりの国をカバーできるようなスピードで進め

ていくことが望ましい。中長期的には、途上国現地での情報収集・発信や恒常的な

調整プロセスに対応するため、現地公館・事務所の体制強化及び実施機関への権限

委譲、そして、現地の活動を十全に支援するための本部の体制・組織の整備が必要

と考えられる。 
 
（ホ）貧困削減ないし広く開発に関して日本が提示し得る理念の検討 
 緒方氏のプレゼンにある通り、世銀自身、ＰＲＳＰは「行うことにより学ぶ

(learning by doing)」という極めてオープンな姿勢を（少なくともタテマエでは）
貫いている。我が国としても、自らの問題意識やアジアを中心とした経験を踏まえ

つつ、成功例の分析・理論化により、我が国の開発理念（哲学・思想）を明確化す

るとともに、相手国のニーズを勘案しつつ提示すれば、我が国のアプローチを宣伝

できるのみならず、途上国の開発のための積極的な貢献となる。（個別国のＰＲＳ

Ｐ対応に際しても、このような開発理念（哲学・思想）は立論のための重要な基盤
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となる。）まさに、ＩＤＥＡ（東アジア開発イニシアティブ）、ＷＳＳＤ、ＴＩＣＡ

Ｄ等に向けての我が国の作業は、このような理念（哲学・思想）及びそれを具体化

する開発戦略を提示しようとするものだと思うが、これらを日本の一貫したメッセ

ージとして提示することが大事だと思う。また、各種の開発関連研究機関・研究者

を有機的に結びつけて活用していくことも有効だと思う。 
 
（ヘ）実際の支援内容への反映 
 国際会議で発信する開発理念（哲学・思想）や、個別国ＰＲＳＰに関する我が国

の知的貢献に説得力を持たせるものは、我が国のバイやマルチのＯＤＡを中心とす

る具体的な支援による裏付けである。昨今、ＯＤＡに対する見直しが強く求められ

ているが、これを追い風にして、各種の支援スキームを機動的に活用できるよう一

層改善していく必要があるのではないか。 
 
（ト）以上の作業に必要な要員と予算の確保 
 以上の作業を推進するためには、本部・現地とも、片手間ではなくしっかりと対

応するための要員と予算を確保する必要がある。ＰＲＳＰに関する作業は従来の経

済協力業務から見れば純増の部分であり、限られたリソースの中でこのような優先

課題に対応するためには、大胆なリソース配分の見直しや外部リソースの活用も視

野に入れた方が良いのではないか。（世銀も焦点を貧困削減に変更してから、大幅

な組織改編と人員交代、資金の再配分が行われている。） 
 
（２） 私はタンザニアで経協の仕事をしているが、ご承知の通り、タンザニアではＰ

ＲＳＰが援助協調とセットになって急進的に動いている。２０００年６月の外務

省経協局長タンザニア来訪以来、日本は積極的に参画していると申し上げたいと

ころだが、それでいても周囲の『押し』に日本の援助の実施はますます困難にな

ってきている。当地ではパリでのＯＥＣＤ開発援助委員会（ＤＡＣ）やＳＰＡの

議論は翌週のドナー会合で具現化されるべく建設的に議論が始まることもあり、

時として総論賛成・各論反対の政府の姿勢は現場を更に苦境に陥れることになる

場合もある。 
 

 現場として、今すぐに欲しいものは（ヘ）の「実際の支援内容への反映」である。

それには殆どの場合、大きな改善を求めているのではない。今できる範囲内のこと

を着実に積み重ね、学識者の方々がその lesson を丁寧に検証・評価すれば、おの
ずと日本が進むべき道が見えてくるのではないかと思う。 

 
 今はまるで丸腰で「ＰＲＳＰ、セクタープログラム、援助協調は総論賛成、現場

は対応せよ」と迫られているようで、具体的な「武器」を持たせてもらえなければ

対応のしようがない。 
 
 マニュアル作成は良いアイデアだと思う。ＰＲＳＰにその熟度のポイント、ポイ

ントで、各国ＰＲＳＰで共通して日本が関与すべきと思われるものがあるように感

じるので、実験的にいくつかの国でＰＲＳＰ参画してみて成功したことをマニュア



 

 13

ルに反映させ、一種日本のＰＲＳＰ参画の標準化を図るというのは有意義と感じる。 
 
 ２年半タンザニアのＰＲＳＰに関わっていて、ＰＲＳＰというものはもしかして

「対応」すべきものではなくて、「参画」するものではないかと感じている。個人

的な感覚とこの国の関係者間のムードなのだろうが、私の限られた経験からは、Ｐ

ＲＳＰを介して貧困削減に関係者が共に参画して実施していくという印象のほう

がしっくりくるようで、そのためには援助協調や手続共通化の議論も含まれるのだ

というように感じる。非常に重要なことは、いかに早く参画するかという点で、そ

のプロセスを通じて日本の主張が理解されたり組み込まれたりし、それによって最

終的には政策策定関与ができたということになっているように思う。そしてその

「最初のゼロ地点」そのものを起こすことや、動きを察知するには、日頃から他の

関係者と密な情報・意見交換が不可欠で、そのためには十分な人材配置と個々人の

高い意識が必要ということになると思う。 
 
（３） 特に、ワシントンにおけるブラウンバッグランチにおいて、しばし「現場との

感覚のズレ」が指摘されたりすることから、メールでタンザニアより現場の声を

聞くことができ嬉しい。ＰＲＳＰのサブスタンスについてでなく、方法論として

の日本の対応について述べたいと思う。 
 

 「周囲の『押し』に日本の援助の実施はますます困難になってきている」「今は

まるで丸腰で『ＰＲＳＰ、セクタープログラム援助協調は総論賛成、現場は対応せ

よ』と迫られているようで、具体的な『武器』を持たせてもらえなければ、対応の

しようがない」という言葉は印象的である。同時に私自身が感じているのは、ＰＲ

ＳＰ参画の総論についても、決して日本の経協関係者で一致団結した理解があるわ

けでもなく、特にＰＲＳＰに盛り込まれている要素、それを支配する現在のレジー

ムに対する哲学的な面、理念的な面で、煮えきらないものがあると感じられる。 
 
 勿論、日本の独自性を活かしたＰＲＳＰへの参画ということを考えれば、哲学面、

理念面における日本の政策・戦略を打ち立て、ＰＲＳＰを支配するレジーム（それ

が別に全体の整合性のとれたパラダイムというよりは、ブラウンバッグランチ・キ

ックオフ担当の緒方氏曰く"shopping list"なのかもしれないが）と擦り合わせる必
要はあろう。しかし、同時に援助協調というＰＲＳＰの方法論側面について、日本

における参画戦略を早期に確立する必要があるのではないだろうか。理念的な問題

は時間がかかり、また時間をかけて議論する意義もある。しかし、援助協調という

側面については、実際の援助活動のサイクルの速度が直接的に絡んでくる話であろ

うし、それなりのスピード感をもっての対応がクルーシャルであると感じる。「非

常に重要なことは、いかに早く参画するかという点で、そのプロセスを通じて日本

の主張が理解されたり組み込まれたりし、それによって最終的には政策策定関与が

できたということになる」といったタンザニアからの指摘は、サブスタンスととも

にスピードという次元での対応の重要性を感じさせられる。 
 
 援助協調について、あくまでも各論の技術的側面について、川下の部分でその場
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その場の判断で調和策に応じるのではなく、例えば、援助協調により日本のＯＤＡ

政策・活動が受ける相乗効果の分析、その分析を受けての協調相手・方法・分野／

セクター毎の援助協調術の行動計画作り等、よりマクロ的な部分、川上の部分での

戦略立てをすることの重要さを感じる。それが、先刻提起のあった「ＰＲＳＰプロ

セスへの対応マニュアルの作成」という形態で、フィールドにチャネリングされれ

ば、日本ＯＤＡ政策として一貫性のある援助協調が現場レベルで可能になると思う。 
 
 同時に、そのマクロ的な部分、川上の部分のアイディアというものは、フィール

ドからの知見が土台になっているべきだと思うし、また、「現場主義」の日本全般

の政策文化に鑑みると、むしろ現場であるフィールドこそアイディアが湧く素地が

ある気がする。その際、（イ）現場で一体性のある意見に集約するパッケージ能力、

（ロ）そのパッケージ化された意見を東京まで運ぶ公式運搬チャネルの確保の二つ

が必要条件だと思う。同じく問題提起のあった「ＰＲＳＰ情報共有体制の確保と関

係者間の連絡の円滑化」、「個別国ＰＲＳＰに関する我が国の知見の集約と発信」と

いうところに対応すると思う。（ロ）については、組織事項だろうが、（イ）につい

ては組織事項であると同時に、生身の人間の話だと思う。タンザニアから「具体的

な『武器』がもらえない」との指摘があったが、その武器としては、カネ、アイデ

ィア、に並んでヒトではないだろうか。「必要な要員と予算の確保」についても問

題提起があったが、私は特にフィールドにおける必要な要員の確保を最優先にする

必要性を強調したいと思う。フィールドにおける人員は、各国個別の状況、それに

対する日本の対応、他援助機関との援助協調等々について、単に情報を収集し、東

京に情報の横流しをするのではなく、情報・知見を集約させ、パッケージにし、現

場事務所としての政策判断の提案といった意見具申的な付加価値を付けて東京に

送るぐらいの充実した人的資源を確保すべきではないだろうか。 
 
 なお、マクロ的な部分、川上の部分での戦略立てについては、東京のみでなく、

ワシントン（およびパリ、ニューヨーク）に存在する（あるいは存在するであろう）

日本の非公式「経協コーカス」からの発信も大きな意義がああろう。ワシントン開

発フォーラムにおけるＰＲＳＰ議論の一部として、サブスタンスとともに、援助協

調枠組としての参画という側面から方法論的なところで議論を詰めていくことも、

ワシントンならではの貢献ができる点であるかも知れない。 
 
（４） コメントを頂き、現場で働く者としてとても心強く思う。私の考えることはと

ても学問的には理論立ってないと承知しているが、日々援助協調の議論やＰＲＳ

Ｐの進捗に苦悩する個人としてもう少し聞いて頂きたい。以下は勤務先ではなく

あくまで私個人の見方である。 
 

 タンザニアには、東京の配慮により周辺国に比べてかなり優先的な人員配置や予

算をつけてもらっていると感謝している。これを当地では「対アフリカの新型援助

の実験的措置」と捉えており、そのために関係者はかなりのボリュームの通常業務

をこなしつつ、贔屓目にも前のメールで申し上げたような他機関・政府との密な関
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係作り（具体的には会合への積極的な出席、できる限りの資金的・知的貢献）を属

人的なベースで努力して行っていると思う。これはひとえに個々人の意識の高さに

寄っていると思うし、当地の関係者の努力は評価に値すると思う。また同様に、一

緒に頑張っている他のドナーの担当者も、タンザニアにより良い援助とは何なのか

との模索を共に続けている。 
 
 ＰＲＳＰが learning by doingであるのは日本に限らず、私の知る限りどの現場
のドナーにとっても同じである。私は他ドナーの担当に「なぜＰＲＳＰの下、貧困

削減を進めるにあたってのモダリティとしてセクタープログラムや財政支援が最

適だと言えるのか」と繰り返し聞き続けているが、彼等の答えは「これまでの援助

を真摯に分析した結果、従来のやり方は少なくともアフリカにおいては間違ってい

たことだけは断言できる。だから従来のやり方を続ける限り、成功はあり得ない。

失敗を繰り返さないためには新しいやり方を試す方が better だ」と言っている。
要すれば彼等自身も今試している方法が最適である・グランドセオリーであるとは

一度も言っていない。 
 
 私が分からないのは、日本は真の意味で今までの日本の援助（これも全世界で包

括的には言えないと思うので、政策研究大学院大学の大野健一教授が提示している

ような分類を含むいくつかのカテゴリー分けが必要と思う）が分析され、評価・反

省された上で継続されるべきか否かの判断をされたことがあるのだろうか（もしか

すると今まさにそれに着手しているのかもしれない）。そして分析・評価の結果、

問題点が浮かび上がっているとして、改善のために「実験的な行動」が取られたこ

とがあるのだろうか。日本の援助の文脈では、国税を使って「実験」などというこ

とは許されないのだろうか。でタンザニア政府は（大蔵省など finance関係の中央
省庁の一部に限っては）財政支援・コモンファンドでＰＲＳＰを動かしたいことを

ＴＡＳ（タンザニア援助戦略書）で明確に表明している。 
 
 現場にいて決定的に他ドナーと日本の援助姿勢が違うのではないかと感じるの

は、この「実験性」の有無である。セクタープログラムや財政支援が本当に貧困削

減に資するかどうかは、正直なところ試してみないと誰にも分からないというのが

現実だと思う。全世界に通用するＰＲＳＰ対応／参画を決めるのはもっと理論構築

が必要で時期尚早だが、実験してみなければ「本当にうまくいくか？」と聞かれて

も分からないとしか答えようがない。事実、他のドナーもセクタープログラムなど

でたくさん失敗をして、また振り出しに戻ったりしている。国民の血税を使ってい

てその曖昧さはなんだ！と怒られるかもしれないが、タンザニアでの関わりに関す

る限り、その試行錯誤のプロセスに個々人が属人的にチャレンジして関わる努力を

している結果、またいくつかの実験を行っている結果、少なくとも中央省庁、ドナ

ー、現地研究者の間で日本のプレゼンスが向上したことは間違いない。これが顔の

見える援助かと聞かれると、顔の見える援助の定義によるかと思うが、政策関与と

いう点では Yesと答えられる。 
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 私が他の組織の関係者から言われたことを紹介したいと思う。彼曰く、「日本は

ここ数年で大きく変わった。以前は日本が何を考え、何に向かっているのか誰も分

からなかった。日本の考え方は確かに他のドナーと大きく違っているかもしれない。

しかし英国が世銀と違うように、どのドナーもそれぞれ違うのだ。日本の（政策へ

の）関与は、これまでの議論にダイナミクスを与えた。そして（当地）世銀関係者

でさえも、日本の参画には感謝している。」 
 
 私はこれが単純に日本援助全体のプレゼンスが上がった賛辞とは受け止めるつ

もりはないが、前回メールで「丸腰」と書いたものの周辺国に比べれば優遇されつ

つも限られたスキームやリソースで、必死にプロセスに食いつこうとしている結果、

日本の意見は（煙たく思うドナーもいるにせよ）少なくとも聞く機会をもたれるよ

うになった。それには議論の途中や後半から突然現れて、「反対、反対」と言って

も有効でなく、応分に痛みを持ってプロセスに当初から参画・貢献していくからこ

そ生まれるプレゼンスなのだと思う。 
 
 私の話はＰＲＳＰと援助協調、援助モダリティをひとからげにしている面がある

が、アジアは違うようだが、こと英語圏アフリカについてはＰＲＳＰを実施してい

くための具体的ツールとしてのこれら、それからＰＥＲやＭＴＥＦなどが一緒に急

進的に動いているので、あえてそれぞれに分けないで説明させて頂いた。 
 
（５） バングラデシュでＰＲＳＰのプロセスにどう関わってきたかご紹介したい。 
 
（イ）経緯 
 バングラデシュでは昨年１０月に総選挙があり、政権交代があった。どちらかと

いうと前政権はＰＲＳＰ作成に熱心ではなかったが、総選挙後に発足した新政権は

ＰＲＳＰ作成のプロセスを加速させた。この背景には、当時、バングラデシュが外

貨危機に見舞われ、ＩＭＦに支援を要請していたという事実があるが、とにかく漸

くＰＲＳＰのプロセスが実質的に開始された。 
 
（ロ）ＰＲＳＰセミナー 
 本年２月、ＩＭＦが主導する形で３日間の「ＰＲＳＰセミナー」がバングラデシ

ュの首都であるダッカで開催された。テーマはＰＲＳＰをどうやって作成するか。

聴衆はバングラデシュ政府や政府機関の職員、ＮＧＯのスタッフ等であった。セミ

ナーではＰＲＳＰのプロセスが先行している他の国々やドナーからリソース・パー

ソンが招かれたが、ＩＭＦの要請で日本からもリソース・パーソンとしてセミナー

に参加し、「インフラと貧困削減」のセッションのスピーカーとラウンドテーブル

のモデレーターを務めた。そして本セミナーでの議論を参考に、以降、バングラデ

シュ政府はＩ－ＰＲＳＰ作成のプロセスを加速させた。「バングラデシュ開発援助

ネットワーク」では、立ち上げ時の目標の一つにＰＲＳＰへのインプットを掲げて

いたが、いずれオール・ジャパンでＰＲＳＰにコメントすることを念頭に、同じく

本年２月に「ＰＲＳＰとは何か？」といったテーマを取り上げ、さらに「ＰＲＳＰ

セミナー」における議論の内容についてもセミナー参加者から報告する場を設けた。 
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（ハ）Ｉ－ＰＲＳＰドラフトの発表と我が国の対応 
 こうしてネットワーク参加者間でＰＲＳＰに対する理解を深める努力を続けた

わけであるが、本年６月になってバングラデシュ中銀のホームページにＩ－ＰＲＳ

Ｐのドラフトが掲載されるに至った。ＪＩＣＡ専門家の協力を得つつ、、①「バン

グラデシュ開発援助ネットワーク」参加メンバーに本文と抄訳を配布し、コメント

を求める、②同じようにダッカでは日本大使館、ＪＩＣＡ、本行、ＪＩＣＡ専門家、

日本のＮＧＯに本文と抄訳を配布し、コメントを求める（ダッカでも日本での動き

に呼応してダッカ版「バングラデシュ開発援助ネットワーク」が立ち上がっている）、

という二段構えで取り組んだ。６月下旬にＪＩＣＡ専門家が一時帰国された際には

先行していたダッカサイドの動き（②）を報告していただく場も設けました。この

ようなプロセスを経て、言わば、ネットワーク版コメントとダッカ版コメントが出

来上がり、日本大使館が中心となってそれぞれの内容を吟味した上でコメントを一

本化、さらに手分けして英訳してバングラデシュ政府に提出するというところに漕

ぎ着けた。 
 
（ニ）今後の課題 
 以前、このフォーラムで世銀の日下部副総裁がプレゼンテーションを行った際の

記録に、「日本がより積極的に知的支援を行っていくためには、総合的な知的支援

システムが必要である。今の組織の枠を越えた、官庁、学界、ＮＧＯ、コンサルテ

ィング産業の緩いネットワークを築くことが望ましい」と書かれていたが、現在、

「バングラデシュ開発援助ネットワーク」には外務省、財務省、経済産業省、本行、

ＪＩＣＡ、ＮＧＯ（１０団体）、日本貿易振興会アジア経済研究所、国際機関（東

京事務所）、民間企業（含む「日本・バングラデシュ合同経済委員会」）が参加して

いる。勉強会やＩ－ＰＲＳＰに対するコメント作成作業を通して、日本でバングラ

デシュに関心を持っている人達のプラットフォームを形成したいとの狙いは何と

かワークするようになり、立ち上げ時の目標の一つであったＰＲＳＰへのインプッ

トについては曲りなりにもコメントを作成してバングラデシュ政府に提出するこ

とができた。しかし問題はこれからである。コメントした以上、言いっ放しという

わけにはいかない。日本としてＰＲＳＰの実施段階にどう関与していくか、あるい

はネットワーク参加者間の連携を如何にして強化していくか、そしてＰＲＳＰに沿

った援助をどうやって実施していくかといった課題に取り組む必要に迫られてい

る。 
 
 日本のＮＧＯが積極的に活動しているバングラデシュとタンザニアとでは状況

が全く異なっているだろうが、そのバングラデシュにおいても「バングラデシュ開

発援助ネットワーク」を立ち上げたことによって関係者間の結びつきが強まったと

いうことは言えると思う。 
 
（６） 今年１月から、政策研究大学院大学（ＧＲＩＰＳ）にて「開発フォーラム」と

いうＯＤＡ・経協分野の政策研究プログラムを立ち上げている。ワシントンＤＣ
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開発フォーラムの皆さんとも密接に連携しながら、進めさせて頂いている。なか

でも、ＰＲＳＰは我々の重要な研究テーマとしてフォローしている。タンザニア

の現場からの問題提起は深く響くものがあり、我々も微力ながらも、現場での対

応を支援するような仕組み・体制づくりへの協力が何とかできないか、という気

持ちで取り組んでいる。以下、今までの意見と重複する部分もあるが、考えると

ころを共有させて頂ければ幸いである。 
 

 ＰＲＳＰ対応は、これ自体が特別に扱われるのでなく、国別援助計画づくり・ア

ップデートや援助協調への取り組みと一体で考えられるべきものである。従って、

ＰＲＳＰ対応を契機に（あるいは、現在ＯＤＡ総合戦略会議で検討が始まっている

「国別援助計画」の見直しを契機でもよい）、日本が開発アプローチに対し、①戦

略面、②体制面の取り組みを強化していけば、これら全てに対する取り組みの改善

につながるはずである。 
 

 また、タンザニアのメールにもあったが、開発アプローチは途上国、ドナーを含

め関係者で考えていくもので、日本は主要ドナーとして、一緒に改善していく、関

与していくという積極姿勢に切り替えることが必要と思う。 
 

 そのためには、以下のような取り組みが必要と考える。全てを一度に実現するこ

とは難しくても、志をともにする者たちが何が必要かについて共通認識をもち、そ

れぞれが可能なところから取り組み改善を蓄積していく、そしてその際にこういっ

たネットワークを通じて情報共有していくことで重要な一歩になると思う。 
 
 （イ）オールジャパン・中央での指令塔の役割： 

①国際的な議論、現場からの情報をふまえ、対応にあたっての基本的方針づくり 
②現場への提示（ただし大枠の方針のみ、具体的対応は現場と下記の国別の戦略チ

ームに任す）。 
③本方針を現場が国別の事情に応じて対応する際に必要となる主な着眼点の整

理・カテゴリーの提供：例えば、戦略の中身（緒方氏のいう「発展段階」の勘案）、

および我々がＷＳＳＤでの発信も意図して作成中のペーパーで提起している貧

困の原因、既存の計画システムとの関係、援助依存度などによる途上国のカテゴ

リー分けの試みなど。 
④発信チャネルの戦略的考察、および実践（紀谷氏のいう「開発外交」の視点）。 

 
 （ロ）現場での体制・役割： 

①開発戦略チームの創設：「成長戦略」、「社会開発」、「対応のマルチ化」を担う、

国別の戦略チームの創設。もちろん、オールジャパン体制。  
②この関連では、バングラデシュの開発ネットワークは東京と現場の両方で支えら

れており、現場では各専門家が専門分野に応じてＰＲＳＰをフォローしていく体

制できていると承知しており注目に値する。ただし、同ネットワークからの指摘

にもあるように、戦略の中身を具体的に深めていくには、上記のような専任チー

ムも必要になるかと思う（ＪＩＣＡの国別援助研究会、市場経済化調査などのス
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キームの活用？） 
 
 （ハ）（中央・現場の双方に対する）支援ツールの整備： 

①マニュアル、国別戦略やＰＲＳＰの多様性を認めながらの着眼点整理、グッド・

プラクティスの作成。 
②マニュアルや着眼点整理は横断的になるので、中央での作業が必要だと思うが、

グッドプラクティスは、現場・東京・海外を含め各担当者が知見・経験を共有、

整理していくのが望ましいと思う。ただし、各担当者は皆忙しいので、インセン

ティブづくり、予算的な支援、そして作業にあたって研究者・ＮＧＯなどを活用

するなどの工夫も必要かと思う。 
 
 （ニ）（イ）～（ハ）をサポートする研究体制、知的ネットワークの構築： 

①ワシントン、パリなどからの情報発信。 
②内外の研究機関、関係者の知的ネットワークを活用した研究調査の実施、発信。 

 
（７） 現在、私は援助協調に関する業務を担当しているが、約３ヶ月前までいたスキ

ーム別事業を主管する部署では、ＰＲＳＰであるとか、現在援助協調で議論され

ていることについては、話では聞いていたものの、当時の私の業務には殆ど関係

なく、遠い話と感じていた部分があった。また、最近でも関係機関の方々と話を

させていただいた際に出てくる意見としては、「援助協調は必要なのか？」と言っ

た質問がかなり出てくることから、現在直接日本の援助の実施を行う関係者の多

くは、ＰＲＳＰや援助協調に対する「感覚」は同様だと思われる。 
 

 過去３ヶ月強の間で、日本で援助協調に関係する方々と話をしていて感じたのは、

ＰＲＳＰは「策定段階」から「実施の段階」に移行してきているということと、「援

助協調」に関する我が国の体制整備や方針が理論武装も含めて遅れているというこ

とである。つまり、日本のスタンスとして、「ＰＲＳＰの画一的な適用には反対で

あるものの、当該国のオーナーシップの下で、各ドナーを含む関係者が共有する戦

略の必要性に関しては同意する」と言った共通認識はあるものの、右認識を如何に

実施に移していくかが必ずしも明確になっていないように感じられる。 
 
 しかし、この理論武装や体制整備を単に議論で行っていくことは、容易なことで

はない。勿論「基本的な方針」や「国別・地域別の方針」は必要ではあるが、出来

ることからやって行き、右経験を元に理論武装と必要な体制整備につなげていくと

いう方向にならざるを得ないと感じている。また、この過程で、多くの援助に係わ

る関係者を巻き込んで、「認識の共有」を高めていくことが必要であると思われる。

このような観点から、いままでに感じた、今後進めていくべき事項は以下のとおり

である（なお、今回は財政支援やコモン・バスケット・ファンド、手続き調和化に

関係する事項は除く）。 
 
（イ）知的貢献を行っていく為の基盤の整備 
 各国のＰＲＳＰは、定期的なモニタリングと計画修正が必要なものであり、広い
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関係者・機関の意見により内容も変わっていくものである。このために、日本とし

ての方針や戦略を、ドナー会合等で明確に伝えることで、ＰＲＳＰに影響を与える

ことになる。このための体制は単発では効果が薄く、継続して戦略を見ていく常設

の体制が必要である。このような体制整備としては、（ａ）本邦における支援母体

（援助関係機関、有識者、ＮＧＯ等）と、（ｂ）当該国における我が国援助関係者

の組織化が考えられる（勿論、両者のリンケージも重要）。また、現地の専門家を

ベースとした、知的貢献のための体制整備は、我が国が行う様々なプロジェクトを

ケーススタディとして政策提言につなげて行くことで、プロジェクトの効果の増大

にもつながる。なお、このような体制整備を行う際の参考事例としては、ベトナム

やバングラデシュにて行われている。 
 
 （ロ）情報共有体制の整備   

 1999年のＰＲＳＰや「援助協調」が各国で進む中、各途上国にある日本の在外
公館やＪＩＣＡ・ＪＢＩＣ事務所では、様々な取組がなされている。しかし、この

ような各途上国における日本のプラクティスは、他の途上国の日本側関係者との共

有がされていないと言う問題がある。他の途上国における様々な取組は、現在の制

約条件の中での実施可能な取組事例であり、各途上国により条件は異なるものの、

非常に参考になる筈である。さらに、本邦における関係機関でも、様々な研究・考

察が行われているが、これらの情報についても、必ずしも広く効果的に共有されて

いない状況であり、現在、行われている研究・考察として如何なるものがあるかを

明確にすることは、各機関において非常に重要である。 
 
 （ハ）各途上国の現場と本部・本省との意志疎通の強化 

 各途上国の現場でＰＲＳＰや援助協調を担当している方は、日々苦労されている。

また、日本サイドでも、可能なかぎり現場での活動をバックアップしていきたいと

考えている人は多いと感じられる。しかし、現場での大まかな情報は一部入ってく

るものの、具体的な活動プランとしてはなかなか入ってきていないのが現状である。

このような具体的なプランは物事を動かしていく際には重要で、関係する部署の担

当者にも具体的に話しやすいと言った側面がある。また、現場の生の声が本省・本

部・関係（者）機関に届くことは非常に重要である。このような現場から本部・本

省までの意志疎通、さらには異なる国の現場で働く方々の情報交換のためのメーリ

ングリストの設置等は、円滑な意志疎通に役立つと思われる。 
 
 （ニ）ＰＲＳＰ及び援助協調に関する協議の機会の増加 

 これは、異なった関係機関における「意志疎通」と言った面もあるが、その他に

も様々な方途が考えられる。これらを羅列すれば、（ａ）異なる関係機関間の意志

疎通と情報共有、（ｂ）個別機関内での意志疎通と情報共有、（ｃ）個別案件の形成

における、ＰＲＳＰやセクタープログラムとの整合性等の事項の事前評価の拡充。

なお、これらの事項は本邦及び在外の両方にあてはまる。さらに、（ｄ）一般のセ

ミナーやオープンな協議の機会の拡充等がある。 
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 （ホ）関係機関及び民間人材（主にコンサルタント）の育成と活用 
 現在、ＰＲＳＰや援助協調に関する調査が徐々に増加しているが、各機関におい

てコンサルタント傭上の公示を行った際の、応札が少ないといった印象がある。ま

た、非常に当該分野に習熟された方もいられるものの、このような方は希な状況で

ある。コンサルタント会社に勤める友人に、このような状況につき話した際に、上

がった問題点としては以下のような事項がある。（ａ）援助協調やＰＲＳＰに関係

した日本の市場は小さい、（ｂ）個別案件形成で、ＰＲＳＰやセクタープログラム

との整合性等が調査項目として入る場合があるが、ＰＲＳＰやセクタープログラム

は非常に大きな話であり、具体的に何を調査してほしいかが明確ではないケースが

多い。（ｃ）発注者側担当者自体が良く解っていないので、調査結果に高いレベル

が求められない。 
 
 主にこのような理由から、コンサルタントとしても、ＰＲＳＰや援助協調に関す

ることを専門性として加えるインセンティブが生じないのではとの意見であった。

右は、少数の友人から聞いた内容であり、一般化はすべきではないが、かなりの部

分で当たっているのではないかと思われる。この対応方法としては、（ａ）ＰＲＳ

Ｐ策定に関係した活動の増加、（ｂ）案件形成におけるＰＲＳＰや他のドナーの活

動との整合性の重視、等による市場の拡大、（ｃ）関係機関の担当者の、ＰＲＳＰ

やセクタープログラムに関する研修機会の増大と対応マニュアルの整備（マニュア

ル整備と書くと簡単だが、実際は困難な作業であり、ここでも実際の経験を通して

深めていくことが必要）。 
 
 （ヘ）ＰＲＳＰ・援助協調担当人員の増員と在外への権限移譲 

 ＰＲＳＰや援助協調を行っていく際には、やはりそれを対応する人員が必要であ

る。しかし、現状としては予算の制約等があり、しっかりとした体制構築には、他

の方が述べられたように、大胆なリソースの配分の見直しや、外部リソースの活用

が必要との意見には全く同意見である。右を念頭におきつつ、現状の中でやりくり

しつつ、その結果どの程度のリソースの配分の見直しが必要かを考えていくことが

重要と思われる。また、人員を有効に活用すると共に、現地におけるニーズにタイ

ムリーに対応していくためにも、特に在外への権限移譲が重要と思われる。 
 
 また、現場で活躍される企画調査員の方がおっしゃるとおり、日頃からの他ドナ

ーの関係者との意見交換やつきあいが重要である。これは、ＰＲＳＰや援助協調を

担当する人員に限ったことではなく、セクタープログラムに沿ったプロジェクトと

いった観点からは、個別専門家やプロジェクト専門家についても言えることだと思

われる。 
 
 （ト）最後に 

 上記までで、幾つかの考えを述べさせて頂いたが、このような改善策（一部は動

き出している）を実施に移していくとともに、各国の状況に基づくテーラーメイド

の意見を発出していく際に、幾つかの制約条件があるように感じられる。例えば、
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各国でテーラーメイドの処方箋を作っていくにはそれだけ手間がかかるわけで、調

整に関してだけでもそれに見合う人員を配置していく必要がある。しかし、日本が

ＯＤＡの実施に直接携わる人員が他のドナー国に比して少ないのは明白な事実で

あるし、現在の日本の情勢から大幅な人員増が簡単に見込まれるものでもない。ま

た、席上で出された意見にもあったとおり、我が国はアジアにおいては他ドナーよ

り知的優位を有する国はあるが、アフリカや中南米等において他のドナーより比較

優位があるわけではないと思われる。さらに、この他にも制約条件はかなりある。 
 

 様々なアイデアはあるにせよ、数々の制約条件があり、一気にすべてを実施に移

せるわけではないが、様々な関係者や外部の方のお力を借り、着実にできることか

ら実施していくべきと感じられる。 
 
 

（以上） 


